
○質屋営業の事務取扱いに関する訓令

（昭和26年９月25日本部訓令第49号）

［沿革］ 昭和35年９月本部訓令第11号、42年６月第15号、45年７月第７号、平成７年12月第32号、

13年３月第３号、17年３月第11号、24年10月第16号、28年３月第11号、令和元年11月第25

号、３年１月第１号改正

（趣旨）

第１条 この訓令は、質屋営業法（昭和25年法律第158号。以下「法」という。）、質屋

営業法施行規則（昭和25年総理府令第25号。以下「規則」という。）および奈良県公

安委員会事務専決規程（昭和42年４月14日奈良県公安委員会規程第１号）に基づく事

務の取扱いについて必要な事項を定めるものとする。

（申請及び届出の一般的手続）

第２条 警察署長は法及び規則の規定による申請書又は届書を受理したときは、所定の

事項を具備させた上この訓令の規定に従って処理しなければならない。

２ 警察署には別記様式第１号（許可証交付原簿）を備え付け許可、廃業の際所定欄に

必要事項を記入し整理保存するものとする。

（許可譲受又は相続の許可申請書の受理）

第３条 規則第２条（質屋の許可）及び第３条（営業所の譲受又は相続による質屋の許

可）の申請を受けたときは、次の事項を調査し支障がないと認められたものに対して

は許可証を交付しなければならない。

(1) 申請書及び添付書類の記載事項は事実と相違ないか。

(2) 法第３条第１項各号（欠格条件）に該当するものでないか。

(3) 性行経歴並びに資産の概要はどうか。

(4) 自己の名儀をもって他人に質屋営業を営ませるおそれはないか。

(5) 公安委員会が質物の保管設備について基準を定めた場合においては申請者が有し

又は設けようとする質物の保管設備が当該基準に適合するかどうか。

(6) その他処分上参考となるべき事項

２ 前項各号の調査に当たり必要のあるときは、申請者（法人の場合は、その役員を含

む。）の本籍地、住所地、若しくは前住地の市町村長又はこれらの地を管轄する警察

署長等に照会しなければならない。この場合において、次の各号に定めるものについ

ては、それぞれ当該各号に定める様式を使用するものとする。

(1) 本籍地を管轄する市区町村長に対する日本人の照会 許認可等審査事務に係る照

会書の取扱いに関する訓令（平成24年10月奈良県警察本部訓令第15号。以下この項



において「照会書訓令」という。） 別記様式第１号

(2) 奈良地方検察庁に対する外国人の照会 照会書訓令別記様式第３号

(3) 本店所在地を管轄する地方検察庁に対する法人の照会 照会書訓令別記様式第５

号

(4) 住所地を管轄する警察署長に対する申請者の居住確認照会 別記様式第１号の２

３ 前条の場合法第３条第１項各号に該当し許可できないと認めた場合若しくは紛争等

の懸念あるときは、申請書にその理由並びに意見を添えて、すみやかに警察本部長（

以下「本部長」という。）に進達しなければならない。

（移転申請書の受理）

第４条 規則第４条（営業所の移転の許可）の申請を受けたときは、前条第１項第１号

（申請書記載事実）第４号（名儀貸のおそれ）第５号（質物の保管設備）及び第７号

（処分上の参考事項）に掲げる事項について調査し、支障がないと認めたものに対し

ては、許可証を訂正の上交付するとともに前の営業所の所在地が奈良県公安委員会の

管轄する他の警察署の管轄区域内にある場合は当該警察署長よりその右の許可台帳の

送付を受けなければならない。

２ 前項の調査の結果許可できないと認めた場合許可を不適当と認める場合又は許可を

するについて疑義のある場合は前条第３項に準じて処理しなければならない。

（管理者の新設又は変更の申請書の受理）

第５条 規則第５条（管理者の新設又は変更の許可）の申請を受けたときは次の事項を

調査し支障がないと認めるものに対しては許可証に記入（訂正又は削除）して交付し

なければならない。

(1) 法第３条第１項第９号に該当するものでないか。

(2) 申請書は規則第５条に掲げる事項を備えているか。

(3) 管理者になろうとする者の性行経歴及び資産の概要はどうか。

(4) 管理者の廃止、変更の場合は管理上支障はないか。

(5) その他処分上参考となるべき事項

２ 第３条第２項及び第３項の規定は前項の申請の処理に準用する。

（廃業又は死亡届出の受理）

第６条 規則第６条（廃業の届出）又は第10条（死亡の届出）の届出を受けた場合にお

いて、法第28条（質契約を終了させるための行為）第３項第１号又は第５項の事項に

ついて承認の申請があったときは、質置主の保護の趣旨より考えて支障がないと認め

た場合は承認書を交付しなければならない。

２ 前項の場合において承認することが不適当と認めたときは、第３条第３項の規定を



準用する。

（休業届出）

第７条 規則第７条（休業）の届出を受けたときは、許可証を提出せしめ別記様式第２

号の保管証を交付しなければならない。

２ 営業を再開するため許可証返還の要求があったときは、保管証と引換えにその許可

証を返還しなければならない。

３ 前２項の規定は法第25条により営業の停止を命ぜられたものについて準用する。

（営業内容の変更）

第８条 規則第８条第１項第１号（質屋の本籍住所氏名又は法人の名称主たる事務所の

所在地の変更）、第２号後段（法定代理人の住所氏名の変更）及び第３号（第９条に

おいて定めたものを除く法人の代表者等の住所氏名の変更）の届書を受けたときは、

許可証に必要な事項を記入（訂正又は削除）して交付しなければならない。

（法定代理人の異動選任届出）

第９条 規則第８条第１項第２号前段（代理人の異動選任）の届書を受けたときは、新

たにそれらの者になろうとするものが法第25条第１項第３号に該当するかどうかを調

査しなければならない。

２ 規則第８条第１項第３号（前条において定めたものを除く法人の代表者等の異動）

の届出を受けたときは、新たにそれらのものになろうとする者が法第25条第１項第２

号後段に該当するかどうか調査しなければならない。

３ 前２項の調査については第３条第２項の規定を準用する。

４ 第１項又は第２項の調査の結果支障がないと認めたときは処理し、前条及本条によ

り不適当と認めたときは第３条第３項の規定に準じて処理しなければならない。

（質物保管設備の変更届書の受理）

第10条 規則第９条（質物保管設備の変更）の届出を受けたときは、構造仕様書図面等

を審査し、その設備が質物保管基準（平成４年12月奈良県公安委員会告示第123号）に

適合しないと認めた場合は、これを適合するように勧告しなければならない。

２ 前項の勧告の結果再変更の届書を受けたときもまた同様である。

（許可台帳の整理）

第11条 警察署長は、許可証を交付するときは、質屋営業者許可台帳（別記様式第３号

）に登録し、異動のあるごとに整理するものとする。

（許可証の書換申請書の受理）

第12条 規則第12条（許可証の書換）の申請を受けたときは、その事実を確めて許可証

を訂正（記入又は削除）して交付しなければならない。



２ 前回までの訂正により余白のない許可証については新しく書換えて交付しなければ

ならない。

（許可証の亡失及び盗難の届出の受理）

第13条 規則第13条（許可証の亡失及び盗難）の届書を受けたときは、その事実を調査

の上、本部長に報告しなければならない。

（許可証の再交付申請書の受理）

第14条 規則第14条（許可証の再交付）の申請を受けたときは、その事実を確認し、支

障がないと認めた場合は、許可証の備考欄にその旨を記入して再交付しなければなら

ない。

（許可証の返納）

第15条 規則第14条の２（許可証の返納）の届出を受けたときは、同条各号に掲げる事

項が記載された返納理由書を受理し、速やかに本部長に報告しなければならない。

第16条 許可証を書き損じたときは、消印の上願届書類に添付しておかなければならな

い。

（手数料納入手続）

第17条 法第２条第１項、法第４条第１項並びに法第８条第２項及び第４項の規定によ

る質屋営業許可申請、質屋の営業所の移転許可申請、質屋の管理者の新設・変更許可

申請、質屋営業許可証書換え申請及び質屋営業許可証再交付申請があったときは、奈

良県警察手数料条例（平成12年３月奈良県条例第45号）第３条に定める手数料を納付

させなければならない。

（保管命令）

第18条 法第23条の規定により質物又は流出物の保管を命じようとするときは、別記様

式第５号の保管指令書を交付して受領書を徴さなければならない。

（行政処分上の証拠書類の送付）

第19条 法第25条（許可の取消又は停止）の処分を必要とする者があるときは別記様式

第６号により（営業許可の取消又は営業停止処分の場合は証拠となる書類又はその写

を添えること。）すみやかに本部長に上申しなければならない。

（品触書の作成）

第20条 法第20条第１項の規定による、盗品等がまれな物又は特徴のある物若しくは識

別しやすい物である場合又はその他必要と認めたときは、品触書を作り適当な方法に

より営業者に送付するものとする。

（事件処理による報告）

第21条 法第27条第１項に該当する違反を認めたとき、これを処理したとき又は事件を



送致したときは、その事実を本部長に報告しなければならない。

２ 法第27条の規定により他の公安委員会への通知は直ちにその署においてこれをする

ものとする。

（許可の取消又は停止者名簿）

第22条 本部及び警察署には別記様式第７号の取消停止者名簿を備え付け県下の該当者

を記入しなければならない。

（検査）

第23条 警察署長は、署員をして毎月１回以上質物及び帳簿の検査をさせなければなら

ない。

２ 前項の検査は法及び規則の施行のため必要な限度において認められたものであるか

ら、みだりに営業者の権利を侵害することのないよう心がけなければならない。

第24条 警察署長は、許可その他の事務取扱状況を別に定めるところにより、その月の

分を翌月５日までに本部長に報告しなければならない。

附 則

１ この取扱心得は昭和26年10月１日から施行する。

２ 質屋営業法令取扱心得（昭和25年９月14日国家地方警察奈良県本部訓令第35号）は

これを廃止する。

３ 警察署長はこの取扱心得により難い事情があるときはその都度禀伺し指揮を受けな

ければならない。

附 則 （昭和35年９月２日本部訓令第11号）

この訓令は、公布の日から施行し、昭和35年４月１日から適用する。

附 則 （昭和42年６月26日本部訓令第15号）

この訓令は、公布の日から施行する。

附 則 （昭和45年７月２日本部訓令第７号）

（施行期日）

１ この訓令は、昭和45年７月２日から施行し、昭和45年６月１日から適用する。

（経過規定）

２ 許可、認可等の整理に関する法律附則第２項に基づき改正前の質屋営業の事務取扱

いに関する訓令第17条第２項の規定による承認に係る帳簿についてはなお従前の例に

よる。

附 則 （平成７年12月７日本部訓令第32号）

この訓令は、平成７年12月７日から施行する。

附 則 （平成13年３月22日本部訓令第３号）



この訓令は、平成13年３月26日から施行する。〔以下略〕

附 則 （平成17年３月31日本部訓令第11号）

この訓令は、平成17年４月１日から施行する。

附 則 （平成24年10月30日本部訓令第16号）

（施行期日）

１ この訓令は、平成24年10月30日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正前の訓令により作成された様式の用紙で、現に残存するものに

ついては、必要な改定を加えた上、当分の間、なお使用することができる。

附 則 （平成28年３月31日本部訓令第11号）

この訓令は、平成28年４月１日から施行する。

附 則 （令和元年11月29日本部訓令第25号）

この訓令は、令和元年12月14日から施行する。

附 則 （令和３年１月22日本部訓令第１号）

（施行期日）

１ この訓令は、令和３年１月22日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用され

ている書類は、当分の間、この訓令による改正後の様式によるものとみなす。

３ 旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。






















